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みんなで支える森林づくりレポートについて 

 

長野県土の約８割を占める森林は、清らかな水や空気を育み、土砂災害や地球温暖化

を防止し、木材をはじめとする林産物を供給するなど、私たちの暮らしに欠かせない多

面的な機能を有しており、これらの機能を一定の条件で金額に換算すると、県民一人あ

たり年間約 150 万円の恩恵を受けていると試算されます。 

 

 長野県では、戦後の拡大造林期に植えられた人工林の多くが資源として成熟期を迎え

る一方、薪や炭のエネルギー利用の減少や木材価格の低迷、林業の採算性の悪化等によ

り、森林と人との結びつきが途切れ、森林の手入れが十分に行われずに森林の機能が低

下し、私たちの安心・安全な暮らしへの影響が懸念される状況にあります。 

 このような状況を受け、長年にわたって先人が育ててきた森林を健全な姿で次の世代

に引き継ぎ、森林の恩恵を受けている県民みんなで森林づくりを支える仕組みとして、

平成 20 年（2008 年）度から「長野県森林づくり県民税」（通称：森林税）が導入され

ました。 

 

 令和４年（2022 年）度には第３期（平成 30 年度～令和４年度）の課税期限を迎えた

ことから、今後の里山整備のあり方等について「みんなで支える森林づくり県民会議・

地域会議」のほか、県民アンケートや県民説明会を通じ、県民の皆様から幅広くご意見

をいただくとともに、県議会での議論を経るなど、慎重に検討を重ねました。 

その結果、2050 ゼロカーボン実現に向け、民有林人工林の約８割が 50 年生を超える

本県の森林が CＯ2 吸収能力を十分に発揮できるよう、若い森林に更新する再造林を加速

させる必要があること、多面的利活用等の森林の恩恵を享受できる対象の幅を広げるこ

と、自立的・持続的な森林管理体制の構築に向けた取組を更に進める必要があること等

を踏まえ、令和５年（2023 年）度から５年間延長し、第４期森林税としてこれらの課題

に取り組むこととしました。 

こうしてスタートした第４期森林税では、主伐後の人工造林及び初期保育の嵩上げ支

援や森林・林業に関わる人材の拡大、他産業との兼業等による多様な林業の担い手の確

保・育成支援にも使途を広げ、持続的な森林管理や様々な主体による里山の整備・利用

を推進していきます。 

本レポートは、令和６年度の森林税に関する年次報告として、森林税の導入目的や森

林税を活用して実施している事業の実施結果等についてとりまとめました。 

ぜひご一読いただき、森林税へのご理解とご協力をいただきますとともに、森林税を

活用した取組が今後さらに効果を上げられるよう、森林税の活用方法などについて、ご

意見、ご提案をお寄せいただければ幸いです。 

 

令和７年（2025 年）７月   
 

【表紙写真】小海町から浅間山麓を望む 
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１ 森林税を活用した森林づくり等の推進            

◆◆◆◆森林税の目的◆◆◆◆ 

 森林は、土砂災害や洪水の抑制、水や空気の浄化、地球温暖化防止に貢献するなど多面

的な機能を有する「緑の社会資本」であり、全ての県民がその恩恵を享受しています。 

先人たちのたゆまぬ努力により育まれたこの豊かな森林資源を、健全な姿で次の世代に

引き継いでいくためには、県民みんなで森林づくりを支えていただくことが必要です。こ

のため、平成 20 年度（2008 年度）から「長野県森林づくり県民税」（通称：森林税）を導

入し、令和４年度（2022 年度）までの 15 年間にわたり、手入れの遅れている里山での

間伐を中心とした森林づくりや多面的な森林の利活用を推進してきました※。 

令和５年度（2023 年度）からの第４期森林税では、2050 ゼロカーボンの実現に向け

て、主伐・再造林による森林の若返りに取り組むほか、教育や観光等多面的な森林の利活

用に使途を広げ、多様な県民ニーズに応えるとともに、幅広い分野の方々による里山の整

備・利活用を推進します。 

◆◆◆◆第４期森林税（令和５年度～令和９年度）の目標◆◆◆◆ 

令和５年度以降の森林税のあり方については、様々な観点からのご意見等を踏まえ、基

本的な考え方を「長野県森林づくり県民税に関する基本方針」としてまとめ、令和４年

11 月に公表しました（令和７年３月一部改正・公表）。 

この基本方針に基づき、第４期森林税活用事業を総合的に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４期森林税を活用して取り組む事業 

※ 参考（２）森林税 3 期 15 年間の総括 （p43）参照 

Ⅲ 森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体 

への支援 
Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり 

Ⅱ 森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり 

Ⅳ 市町村と連携した森林等に関連する課題の解決 

Ⅴ 13  普及啓発・評価検証 

□県民会議運営など森林税の普及啓発、評価・検証 
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◆◆◆森林資源の循環利用と再造林の推進◆◆◆ 

 今や一刻の猶予も許されない 2050 ゼロカーボンの実現のため、CO2 を吸収する森林は

大変重要な役割を担っています。森林整備を進め、生産される木材を適切に利用すること

は林業の振興にとどまらず、森林の CO2 吸収量の確保を図る上でも重要です。 
 

 長野県の民有人工林 約 33 万５千 ha のうち８割以上が 50 年生を超えるなど、森林

資源は着実に充実してきている一方で、林業が本来果たすべき「植えて、育てて、伐っ

て、使って、また植える」といった資源循環のサイクルは、必ずしも十分に機能している

とはいえない状況です。 

特に、若い森林の造成は遅れており、民有人工林のうち 20 年生以下の森林は約１％に

留まっています（図１参照）。このままでは、将来の森林資源が枯渇し、CO2 吸収量の減

少や土砂災害リスクの増加、生態系への影響など、様々な弊害が生じる恐れがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の人工林は利用の時代を迎えていることから、利用可能な森林資源を次世代に引き

継いでいくことに加え、将来にわたって森林のＣＯ２吸収量を確保していくためには、主

伐・再造林を進め、成長の旺盛な若い森林へと更新していく必要があります。 

第 4 期森林税では、再造林等の初期段階における森林所有者の負担軽減が主伐・再造林

を促進する上で重要となることから、主伐後の人工造林およびその後の初期保育について

標準的な経費を全額支援し、森林の若返りの加速化に取り組む方針としています。 

再造林

除伐 間伐

主伐

森林の適切な更新

下刈り

（林齢）1 5 10 50 100～

①再造林や下刈りは労働
強度が高く主伐・再造林
が進まない要因の一つ

③伐採された木材が安定
した量、価格で取引され

る仕組みも重要

木材の
行先は？

森林所有者

再造林は費用や、森林
が確実に更新するのか
など不安でいっぱい

②森林所有者にとって
主伐後の再造林は、

金銭面など不安が多い

支援対象のイメージ

長期の森林整備協定

機械を用いた地ごしらえ作業

木材の安定供給取引協定

再造林後
10年

山を管理

協定書

安定供給

協定書

乗車型の機械を用いた下刈り作業 ①

②
森林所有者 林業事業体

製材工場等林業事業体

③

など

森林税を活用

今後５年間の再造林面積

260ha
420ha

580ha
740ha

900ha

100ha

100ha

100ha

100ha

100ha

0ha

200ha

400ha

600ha

800ha

1,000ha

1,200ha

R5 R6 R7 R8 R9

森林税活用

税活用以外

※ 「税活用以外」は、治山事業や
松くい虫被害木伐倒後の再造林

図２ 第４期５年間の再造林面積 

図３ 森林税活用事業での支援のイメージ 

再 造 林 面 積 を 段 階 的 に 増 加 さ せ 、 ５ 年 間 で

2,900ha の再造林等支援を見込む 

図１ 県内人工林の齢級別面積（令和６年 9 月時点） 
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２ 森林税の仕組み（令和５年度～令和９年度）            
 

 森林税は、令和５年度から令和９年度までの５年間において、県民税均等割に上乗せし

て納めていただいています。 

 税額は、個人の方は年額 500 円、法人の方は均等割額の５％であり、平年時の試算と

して、毎年約 6 億 9 千万円の税収を見込んで事業計画を策定しています。 

 税収は、使途を明確にするため「長野県森林づくり県民税基金」を設置し管理され、

「基本方針」に定めた取組以外には使用されません。 

 また、事業の内容等について公表するとともに、県民の代表者、学識経験者、市町村等

により構成される会議において、事業実施後の成果の検証等を重ねています。 

 

森林税の仕組み 

方式 個人県民税及び法人県民税の均等割の超過（上乗せ）課税方式 

納税 

義務者 

個人 法人 

県内に住所､家屋敷または 
事務所等を有する個人 

約 112 万人(※1) 

県内に事務所等を有する法人 
約5万2千法人 

超過税額 年額：500 円 
現行の均等割額の5％相当額 

(※2) 

税収規模 約 5.6 億円 約 1.3 億円 

課税期間 令和５年度分から令和９年度分まで 
令和５年４月１日から 

令和 10 年３月 31 日の間に 
開始する各事業年度分 

納税方法 

・ 住民税(県民税)が給与から特別徴収されて

いる方は、その中に含まれます。 

・ 上記以外の方は、市町村から送付される納税

通知書により納めていただきます。 

・ 県民税均等割の申告納付時に上

乗せして納めていただきます。 

その他 

・ 使途を明確にするため、『長野県森林づくり県民税基金』を設置して税収を管理

し、事業の内容等について公表するとともに、事業実施後の成果の検証等を行う

ため、県民の代表等による第三者機関を設置します。 

・ 法人・個人を問わず、広く県内外から寄附を受け入れます。 

   

 

 

 

 

 

 

※1：個人の納税義務者は県民全員ではなく、県民税均等割を納めている方(県民の約半数)が対象であり、次の

ア、イ、ウのいずれかに該当し非課税となる方や、税法上の控除対象配偶者・扶養親族になっている方で次の

ウに該当する方には課税されません。 
 

ア 生活保護法の規定による生活扶助を受けている方 

イ 障がい者、未成年者、寡婦又は寡夫で、前年の合計所得金額が125万円以下の方 

ウ 前年の合計所得金額が、市町村の条例で定める金額以下の方 
 

※2：資本金等の金額に応じて1,000円から40,000円の上乗せとなります。 
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３ 令和６年度森林税活用事業の実施状況           
 

《県民が森林とのつながりをより深めるための取組は概ね順調に進捗》 

県民が広く親しめる里山づくりや森林サービス産業などの森林の多面的利用の推進、広

く県民が利用する施設等の木造・木質化など、県民等が森林とのつながりをより深めるこ

とを目的とした取組は、概ね目標を達成することができました。 

具体的には、里山の景観向上・安全性確保のための修景林間整備や森林セラピー基地へ

の施設整備、民間・県有施設における県産材を活用した木質化などが実施されました。 

また、鳥獣被害を防止するための緩衝帯の整備など、市町村が実施する各地域の住民生

活に直結する課題を解決する取組への支援も、概ね目標を達成することができました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《再造林や防災・減災のための里山の整備は目標に届かず》 

 第４期森林税で新たに取り組んでいる再造林の加速化については、カラマツの多い東信

地域を中心に進んでいるものの、依然として取組の進度には地域差があるほか、地拵え実

施後の植栽については翌春に行う箇所も複数あることから、再造林面積の実績は目標を下

回る結果となりました。県内全域での主伐・再造林への転換に向け、保育作業の担い手確

保に引き続き取り組むとともに、施業の省力化や効率化を進めることが求められます。 

また、第 3 期から継続して取り組んでいる「防災・減災のための里山整備」では、事業

の周知不足及びそれに起因する森林所有者との協定書締結の遅れにより、実績は目標を下

回る結果となりました。 

  

 

 

 

 

 

 

数 値 指 標 R6 目標 R6 実績 

県民が広く親しめる里山整備利用地域の数 10 箇所 13 箇所 

森林サービス産業に取り組む地域プロジェクト数 10 プロジェクト 10 プロジェクト 

木造・木質化等の箇所数 11 施設 12 施設 

鳥獣被害防止のための緩衝帯の整備箇所数 38 箇所 36 箇所 

数 値 指 標 R６目標 R６実績 

再造林面積（再造林の加速化） 420 ヘクタール 238 ヘクタール 

間伐面積（防災減災の里山整備） 400 ヘクタール 177 ヘクタール 

森林サービス産業の取組事例 

（森林利活用コーディネータ育成研修等） 

人工造林・初期保育（植栽・下刈り等）の実施 防災・減災のための里山の整備（南木曽町） 

美容室の木質化の事例（安曇野市） 
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◆◆◆令和６年度森林税活用事業 事業別実績一覧◆◆◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費＝森林税活用額 

事業費（円）

達成率
　当初予算（上段）

執 行 額 （下段）

Ⅰ　森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり

420ha 174,580,000

238ha 57% 140,425,790

うちＲ７へ繰越 ３件 2,436,500

400ha 156,200,000

177ha 44% 118,359,000

Ⅱ　森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり

10箇所 79,472,000

13箇所 130% 77,647,600

(56,000,000)

(54,435,600)

(23,472,000)

(23,212,000)

11箇所 40,000,000

12箇所 109% 22,411,951

うちＲ７へ繰越 １箇所 3,973,200

8箇所 6,000,000

7箇所 88% 5,672,194

5箇所 8,710,000

5箇所 100% 7,682,933

2箇所 4,000,000

2箇所 100% 4,000,000

6.4㎞ 13,690,000

6.2㎞ 97% 13,671,000

5.8㎞ 10,000,000

5.8㎞ 100% 10,000,000

Ⅲ　森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援

10ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 31,103,000

10ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 100% 27,999,106

5人 2,000,000

8人 160% 1,998,617

40人 18,953,000

調査中 11,454,640

Ⅳ　市町村と連携した森林等に関連する課題の解決

30箇所 63,000,000

49箇所 163% 62,969,000

20箇所 24,300,000

20箇所 100% 25,710,000

38箇所 28,000,000

36箇所 95% 32,565,000

2,000㎥ 39,600,000

2,123㎥ 106% 41,510,000

1,080㎥ 20,400,000

470㎥ 44% 9,872,000

14箇所 40,050,000

18箇所 129% 40,050,000

Ⅴ　普及啓発、評価検証

- 8,526,000

- 6,705,987

768,584,000 660,704,818

6,409,700

防災・減災のために

必要な里山の間伐

緑地整備箇所数

学校林整備等の実施箇所数

フィールド整備箇所数

木造・木質化等の箇所数

県民が広く親しめる

里山整備利用地域数

多様な林業に関わる

新規就業者数

エコツーリズムガイドの

育成人数

森林サービス産業に取り組む

地域プロジェクト数

整備延長

緑地の保全延長

被害木処理材積

枯損木利活用材積

緩衝帯の整備箇所数

観光地の景観整備箇所数

ライフライン沿いの

支障木等伐採箇所数

松くい虫被害木の処理

⑬ 市町村森林整備支援事業

ライフライン等の保全対策

緩衝帯の整備

枯損木の利活用

うち、Ｒ７繰越

⑭ 河畔林整備事業

⑮ みんなで支える森林づくり推進事業

整備箇所数

R6執行額R6予算額

⑫ 多様な林業の担い手確保育成事業

観光地の景観整備

⑩ 森林サービス産業総合対策事業

⑪ 信州ネイチャーセンター構築事業

⑧
まちなかの緑地

保全（補助）事業

⑨ 観光地周辺の街路樹整備
（県単道路橋梁等維持修繕費）

⑥
学びと育ちの森づくり推進事業（学校林等の整備及び活動支

援）

⑦

まちなかの緑・街路樹の整備

まちなかの

緑地整備事業

④ あたりまえに木のある暮らし推進事業

⑤
信州やまほいく認定団体保育環境向上事業

　　　　　　　　　　　　　（信州やまほいく認定園のフィールド整備）

② 防災・減災のための里山整備（みんなで支える里山整備事業）

③ 開かれた里山の整備・利用

(1) 開かれた里山の整備事業（みんなで支える里山整備事業）

(2) 開かれた里山の整備・利用推進事業（整備・利用推進事業）

再造林面積

事　　業　　名

① 再造林の加速化（信州の森林づくり事業等）

令和6年度 事業実施状況

令和６年度目標（上段）

　　　　　　　実績（下段）
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◆◆◆令和６年度森林税活用事業 事業別個票◆◆◆ 

 

 

 

① 再造林の加速化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9  

② 防災・減災のための里山整備 ・・・・・・・・・・・・・・・ 10  

            

③ 開かれた里山整備・利用推進 ・・・・・・・・・・・・・・ 11  

④ あたりまえに木のある暮らし推進事業 ・・・・・・・・・・・・ 13  

⑤ 信州やまほいく認定団体保育環境等向上事業 ・・・・・・・・・ 15  

⑥ 学びと育ちの森づくり推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 16  

⑦ まちなかの緑地整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17  

⑧ まちなかの緑地保全（補助）事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 18  

⑨ 観光地周辺の街路樹整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19  

            

⑩ 森林サービス産業総合対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 20  

⑪ 信州ネイチャーセンター構築事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 22  

⑫ 多様な林業の担い手確保育成事業 ・・・・・・・・・・・・・・ 23  

            

⑬ 市町村森林整備支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24  

⑭ 河畔林整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26  

            

⑮ みんなで支える森林づくり推進事業 ・・・・・・・・・・・・ 27  

      

 

Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり 

Ⅱ 森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり 

Ⅲ 森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援 

Ⅳ 市町村と連携した森林等に関連する課題の解決 

Ⅴ 普及啓発・評価検証 











2,100
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４ 長野県森林づくり県民税の今後の活用見通し         

 

令和６年度は税収等の歳入が 695,544 千円に対し、森林税活用事業のうち人工造林・

初期保育の嵩上げ、防災・減災のための里山整備等で当初の予定を下回る事業執行となっ

たため、執行額分について基金から繰り出す歳出※は 660,705 千円となり、令和 6 年度

の森林税残高は、前年度末の 318,598 千円から 353,437 千円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林づくり県民税基金残高のうち、令和６年度に実施できなかった事業分について

は、各事業目標の達成に向け、令和７年度以降に活用する見込みであり、事業者への丁

寧な説明や事業の周知の強化による事業の活用を促進するとともに、対象事業の拡充、

補助要件の見直しによる事業の加速化を図ります。 

また、地域での課題や社会情勢の変化に伴う課題等の解決に向けた森林づくりを進め

るため、今後も必要に応じて制度見直しを行い、森林づくり県民税の活用を進めてまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

長野県森林づくり県民税残高の状況 
基金残高残高の 
 

長野県森林づくり県民税残高の推移見通し 
 

①：第３期末の森林税残高 118,080 千円を、便宜上歳入として記載   ②：R7 年度の歳入は見込み金額 

（千円） ※翌年度への繰越についても、当年度予算の歳出に含めて計上しています 
第3期末

2023

R5

2024

R6

2025

R7

2026

R8

2027

R9
計

個人 563,453 566,569 572,403 560,750 560,750 2,823,925

法人 127,012 128,589 127,125 124,855 124,855 632,436

6 386 523 7 6 962

118,080 690,471 695,544 700,051 685,612 685,611 4,968,487

118,080 318,598 353,437 235,737 112,191

808,551 1,014,142 1,053,488 921,349 797,802

当年度予算 483,980 654,295 817,751 809,158 800,398 4,030,515

翌年度へ繰越 5,974 6,410 0 497,794

489,954 660,705 817,751 809,158 800,398 4,528,309

118,080 318,598 353,437 235,737 112,191 440,178

執行可能額　Ｃ＝A+B

歳入・歳出区分

税収額

基金運用益等

税収、運用益　　　Ａ

前年度森林税残高　Ｂ

活用額

歳出　計　Ｄ

森林税残高

Ｃ－Ｄ

① ②

※Ｒ７以降（点線）は見込み 

第４期 
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５ 第４期森林税活用事業の進捗状況              

成果目標（５年間）
概算事業費

（億円）

Ⅰ　森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり

再造林面積

2,900ha

防災・減災のために必要な里山の間伐

1,600ha

Ⅱ　森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり

50箇所

木造・木質化等の箇所数

55箇所

フィールド整備箇所数

40箇所

学校林整備等の実施箇所数

30箇所

緑地整備箇所数

10箇所

県 - 緑地の保全延長

市町村 1/2 32㎞

整備延長

20㎞

Ⅲ　森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援

森林サービス産業に取り組む地域プロジェクト数

50プロジェクト

- エコツーリズムガイドの育成人数

25人

県 - 多様な林業に関わる新規就業者数

林業労働財団 10/10 200人

Ⅳ　市町村と連携した森林等に関連する課題の解決

整備箇所数

150箇所

整備箇所数

100箇所

整備箇所数

100箇所

枯損木利活用材積

10,000㎥

被害木処理材積

5,400㎥

整備箇所数

70箇所

Ⅴ　普及啓発、評価検証

事業費計※

市町村 9/10 2.0

⑪ 信州ネイチャーセンター構築事業 県 0.1

観光地の景観整備
（市町村森林整備支援事業）

市町村 9/10

2.0

ライフライン等の保全対策
（市町村森林整備支援事業）

まちなかの緑地整備事業

まちなかの緑地保全（補助）事業

観光地の景観整備
（県単道路橋梁維持修繕費）

1/2～

9/10

市町村、県、

森林サービス産業提供事業者　等

⑮ みんなで支える森林づくり推進事業 県 - - 0.4

⑭ 河畔林整備事業 市町村 9/10 2.0

市町村 1/2
松くい虫被害木の処理

（市町村森林整備支援事業）

⑫ 多様な林業の担い手確保育成事業 1.0

枯損木の利活用
（市町村森林整備支援事業）

市町村 9/10

3.0

⑬
緩衝帯の整備

（市町村森林整備支援事業）
市町村 9/10

⑩ 森林サービス産業総合対策事業 1.5

⑨ 県 - 0.5

⑧

⑦
市町村、NPO法人、

民間団体等

1/3～

1/2

0.9

市町村、学校法人、NPO法人、

みどりの少年団育成会等、

県（県立学校等）

9/10～

10/10

⑤
やまほいくのフィールド整備

（信州やまほいく認定団体保育環境向上事業）

市町村、学校法人、

NPO法人、県

1/2～

9/10
0.3

⑥
学校林の整備等

（学びと育ちの森づくり推進事業）
0.3

④ あたりまえに木のある暮らし推進事業
民間事業者、市町村、

木材関連事業者が組織する

団体、県

2.0
1/3～

3/4

2.8
開かれた里山の整備・利活用の支援

（整備・利用推進事業）
里山整備利用推進協議会

3/4～

10/10

③

開かれた里山の森林整備
（みんなで支える里山整備事業）

里山整備利用推進協議会、

林業事業体　等
9/10 県民が広く親しめる

里山整備利用地域の数

②
防災・減災のための里山整備

（みんなで支える里山整備事業）

市町村、森林組合、

林業事業体、NPO法人等
9/10 5.5

①
再造林の加速化

（信州の森林づくり事業 等）

市町村、森林組合、

林業事業体、NPO法人等
10/10 11.3

事　　業　　名 事 業 主 体 補助率

基本方針（2023-2027）
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※本表は翌年度への繰越分を含めて記載している 

2023

Ｒ５

2024

Ｒ６

2025

Ｒ７

2026

Ｒ８

2027

Ｒ９
合計

0

247 238 485 17% 1

106,685 140,426 247,111 2

160 177 337 1,600 21% 1

91,036 118,359 209,395 2

0

1

8,906 54,436 63,342 2

16 13 29 50 58% 1

19,386 23,212 42,598 2

7 12 19 55 35% 1

14,551 22,412 36,963 2

8 7 15 40 38% 1

5,800 5,672 11,472 2

19 5 24 30 80% 1

5,641 7,683 13,324 2

1 2 3 10 30% 1

1,000 4,000 5,000 2

4.5 6 11 32 33% 1

10,031 13,671 23,702 2

3.4 6 9 20 46% 1

10,000 10,000 20,000 2

0

10 10 20 50 40% 1

16,656 27,999 44,655 2

6 8 14 25 56% 1

1,900 1,999 3,899 2

35 調査中 35 200 18% 1

5,432 11,455 16,887 2

0

59 49 108 150 72% 1

69,439 62,969 132,408 2

28 20 48 100 48% 1

34,810 25,710 60,520 2

20 36 56 100 56% 1

15,107 32,565 47,672 2

832 2,123 2,955 10,000 30% 1

21,326 41,510 62,836 2

471 470 941 5,400 17% 1

7,733 9,872 17,605 2

19 18 37 70 53% 1

38,510 40,050 78,560 2

0

- - 1

6,005 6,706 2

489,954 660,705 1,150,659

2,900

進捗率 備　考

進捗状況（累計）

上段：成果実績　／　下段：執行額
目標値

-

※事業費計は千円未満を四捨五入している関係上、必ずしも各事業費の合計とは一致しない

100%50%

100%50%

100%50%

100%50%

100%50%

※繰り越し分も含めた合計



31 

 

６ 令和６年度森林税活用事業の地域別執行状況         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐久 上田 諏訪

Ⅰ　森林の若返り促進と安全・安心な里山づくり

市町村、森林組合、林業

事業体、NPO法人等
10/10 58,427,800 36,900,600 3,174,900

（うち、Ｒ６へ繰越）

防災・減災のための里山整備 ②
市町村、森林組合、林業

事業体、NPO法人等
9/10 1,974,000 0 2,296,800

60,401,800 36,900,600 5,471,700

Ⅱ　森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり

開かれた里山の整備事業 ③-1
里山整備利用推進協議

会、林業事業体等
9/10 2,517,300 46,800 0

里山整備利用地域活動推進事業 里山整備利用推進協議会 10/10 723,000 1,136,000 0

里山整備利用推進協議会 3/4 350,000 1,162,000 0

開かれた里山の管理・整備マニュアル作成 県 -

民間事業者、市町村等
1/3～

2/3
2,000,000 0 0

県 - 884,939 0 0

（うち、Ｒ６へ繰越）

④-2
木材関連事業者が組織す

る団体
3/4

④-3 県 -

⑤ 信州やまほいく認定 団体保育環境向上事業
市町村、学校法人、NPO

法人等

9/10

1/2
551,430 0 2,142,900

市町村、学校法人、NPO法

人、みどりの少年団育成会等

9/10

10/10
0 0 411,840

県（県立学校等） - 338,757 0 395,700

⑦
市町村、NPO、民間団体

等

1/2

1/3
0 1,000,000 0

県 - 0 3,000,000 0

まちなかの緑地保全補助事業 市町村 1/2 0 181,000 0

⑨ 観光地の景観整備（県単道路橋梁維持修繕費） 県 - 0 0 0

7,365,426 6,525,800 2,950,440

Ⅲ　森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援

森林空間整備・施設整備
市町村、森林サービス産業

提供事業者等

9/10

1/2
979,000 0 0

森林サービス産業創業支援・地域活動支援 県 -

企業連携活動 県 -

推進体制整備 県 -

森林サービス産業人材育成支援事業 県 -

里山利活用人材の育成 県 -

地球温暖化防止吸収源対策推進事業 ⑩-3 県 -

信州ネイチャーセンター構築事業 ⑪ 信州ネイチャーセンター構築事業 県 -

県 -

多様な林業の担い手確保育成事業 林業労働財団 10/10 231,200 0 0

1,210,200 0 0

Ⅳ　市町村と連携した森林等に関連する課題の解決

⑬-1 市町村 9/10 3,877,000 5,763,000 4,385,000

⑬-2 市町村 9/10 6,308,000 0 2,990,000

⑬-3 市町村 9/10 1,852,000 0 0

⑬-4 枯損木利活用 市町村 9/10 0 2,500,000 0

森林外被害木処理 市町村 1/2 1,141,000 1,500,000 0

未被害市町村処理 市町村 1/2 0 0 127,000

河畔林整備事業 ⑭ 市町村 1/2 7,200,000 6,300,000 4,050,000

20,378,000 16,063,000 11,552,000

Ⅴ　普及啓発、評価検証

⑮-1 みんなで支える森林づくり推進事業 県 - 566,723 222,616 287,156

⑮-2 県 -

566,723 222,616 287,156

89,922,149 59,712,016 20,261,296

広く県民が利用する施設等の木造・木質化④-1

まちなかの緑・街路樹の整備 ⑧

やまほいくのフィールド整備や

学校林の整備等 ⑥

Ⅱ　　小　計

まちなかの緑地保全事業

まちなかの緑地整備事業

森林サービス産業

総合対策事業

⑩-1
森林サービス産業活動

支援事業

⑩-2
森林サービス産業人材

育成支援事業

地球温暖化防止吸収源対策推進事業

林業認知度向上対策

緩衝帯の整備

観光地の景観整備

ライフライン等の保全対策

Ⅲ　　小　計

多様な林業の担い手

確保育成事業
⑫

市町村森林整備支援事業

⑬-5
森林の病害虫被害対策

開かれた里山の

整備・利用推進事業
③-2

Ⅰ　　小　計

再造林の加速化 ① 信州の森林づくり事業（人工造林・初期保育の嵩上げ）　等

合計

みんなで支える森林づくり

推進事業

Ⅴ　　小　計

「体験学習の森」事業

河畔林整備事業

Ⅳ　　小　計

学びと育ちの森づくり推進事業

あたりまえに木のある暮らし

推進事業

木工体験の推進支援

長野県産材CO2固定量認証

里山資源利活用推進事業

みんなで支える里山整備事業

みんなで支える里山整備事業

事　　業　　名 事 業 主 体 補助率

地域振興局別執行額
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※本表は翌年度への繰越分を含めて記載している 

上伊那 南信州 木曽 松本 北アルプス 長野 北信

3,010,800 17,820,390 497,100 1,305,300 611,100 15,656,800 3,021,000 0 140,425,790

(2,436,500) (2,436,500)

16,104,100 12,688,000 18,535,500 17,001,900 10,599,700 36,190,800 2,968,200 0 118,359,000

19,114,900 30,508,390 19,032,600 18,307,200 11,210,800 51,847,600 5,989,200 0 258,784,790

37,064,700 2,381,400 11,179,800 0 1,245,600 0 0 0 54,435,600

1,876,000 2,565,000 592,000 613,000 941,000 2,523,000 1,133,000 0 12,102,000

1,313,000 2,644,500 40,000 0 997,500 908,000 615,000 0 8,030,000

3,080,000 3,080,000

4,000,000 562,000 0 1,292,000 0 712,000 0 0 8,566,000

974,600 0 0 6,657,200 0 3,973,200 0 0 12,489,939

(3,973,200) (3,973,200)

1,050,000 1,050,000

306,012 306,012

1,118,284 932,580 0 0 0 927,000 0 0 5,672,194

698,636 2,700,000 60,150 377,180 0 1,222,400 0 0 5,470,206

486,070 0 0 0 0 992,200 0 0 2,212,727

0 0 0 0 0 3,000,000 0 0 4,000,000

0 2,000,000 0 4,000,000 0 2,000,000 0 0 11,000,000

0 990,000 0 500,000 0 1,000,000 0 0 2,671,000

0 0 0 4,497,000 1,500,000 4,003,000 0 0 10,000,000

47,531,290 14,775,480 11,871,950 17,936,380 4,684,100 21,260,800 1,748,000 4,436,012 141,085,678

2,681,400 5,377,500 1,000,000 900,000 2,348,270 800,000 886,200 0 14,972,370

3,520,441 3,520,441

382,486 382,486

3,212,300 3,212,300

2,892,300 2,892,300

2,943,600 2,943,600

75,609 75,609

1,998,617 1,998,617

3,646,640 3,646,640

0 0 0 0 0 448,520 244,258 6,884,022 7,808,000

2,681,400 5,377,500 1,000,000 900,000 2,348,270 1,248,520 1,130,458 25,556,015 41,452,363

13,579,000 17,678,000 4,040,000 5,097,000 1,350,000 2,200,000 5,000,000 0 62,969,000

2,532,000 1,949,000 1,971,000 3,622,000 0 4,808,000 1,530,000 0 25,710,000

0 7,769,000 4,749,000 1,443,000 3,598,000 7,749,000 5,405,000 0 32,565,000

3,500,000 4,322,000 0 20,550,000 7,335,000 3,303,000 0 0 41,510,000

866,000 396,000 0 891,000 1,156,000 441,000 413,000 0 6,804,000

325,000 0 0 2,616,000 0 0 0 0 3,068,000

8,550,000 7,200,000 1,800,000 0 0 4,950,000 0 0 40,050,000

29,352,000 39,314,000 12,560,000 34,219,000 13,439,000 23,451,000 12,348,000 0 212,676,000

293,440 206,998 313,526 384,514 279,662 218,412 254,671 2,510,379 5,538,097

1,167,890 1,167,890

293,440 206,998 313,526 384,514 279,662 218,412 254,671 3,678,269 6,705,987

98,973,030 90,182,368 44,778,076 71,747,094 31,961,832 98,026,332 21,470,329 33,670,296 660,704,818

地域振興局別執行額
県域 計
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≪参考≫ （１）森林税導入の背景                      

※データは森林税導入検討時時点 

◆◆◆大切な森林の多面的機能◆◆◆ 

森林は、私たちの安全・安心な暮らしに欠くことのできない社会共通の財産、「緑の社会

資本」です。 

 森林には、県土の保全や水源のかん養など県民の暮らしを支える働きのほか、保健休養

の場、多種多様な生き物の生息する場、木材などの林産物の供給の場としての機能、地球

温暖化の防止等の環境を保全する機能など多様なものがあります（図１）。 

このような働きは、「森林の多面的機能」といわれ、これらの機能の効果を金額に換算す

ると、長野県全体で年間 3 兆 681 億円、県民一人あたり約 140 万円、1 日あたり 3,800

円になります。 

平成 19 年度の県政世論調査では、森林に期待する役割として、「自然災害を防ぐ土砂の

流出防止」や「水源の涵養(かんよう)」といった森林の機能に県民から多くの期待が寄せ

られました（図２）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

    図１ 森林の多面的機能           図２ 県民の森林に期待する役割 

(出典：H19 県政世論調査) 

 

◆◆◆手入れが必要な長野県の森林◆◆◆  

長野県の森林面積は、約 106 万ヘクタールです。そのうち、国が所有する国有林が約 38

万ヘクタール、その他の個人、市町村、団体などが所有する民有林が約 68 万ヘクタールで

す。 

さらに、民有林のうち、約 33 万ヘクタールがカラマツを主体とした人工林で、その約 9

割が戦後の拡大造林期に一斉に植えられた森林であり、「間伐（かんばつ）」などの手入れ

を必要とし、先送りできない段階を迎えていました（次ページ図３、グラフ横軸の齢級と

は、林齢を 5 年ひとくくりでまとめたもの）。 

しかし、一方で、木材価格が長期にわたり低迷し、造林や保育、伐採等に要する人件費

等の経費は増大して採算性が悪化しており、森林所有者の森林への関心は低下し、適切な

森林整備が行われず、放置された森林が増加する傾向にありました。 

平成 19 年度の県政世論調査では、県内の森林の現状について、約 7 割の県民が、県内

の森林が荒廃、または一部荒廃していると感じていることが分かりました。 

 また、平成 22 年度の同調査では、森林を健全な姿で次の世代に引き継ぐために、特に必

要なこととして、「間伐等の森林整備を進めること」を挙げる県民が最多の 6 割超を占め、

適切に森林整備を進めることが求められていました。 

 

84.2%

81.2%

74.6%

46.8%

44.5%

43.6%

26.3%

1.6%

1.3%

自然災害を防ぐ土砂の流出防止

地球温暖化の防止

水源のかん養

森林セラピーなど保健休養の場としての利用

子どもたちなどの教育の場として利用

木材等林産物の供給

グリーンツーリズムなどの観光資源として利用

その他

特になし

有効回答数　1,439人
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図３ 長野県の民有林人工林の齢級別面積（H19 年度末時点） 

 

◆◆◆間伐の必要性◆◆◆ 

 間伐とは、育成段階にある森林の樹木の混み具合に応じて、樹木の一部を伐採（間引き）

し、残存木の成長を促進する作業で、一般的には、隣りあう木の枝が接触したら間伐する

必要があります。  

 林齢が 60 年（12 齢級）を超えると、樹木の成長量が少なくなるため、それまでに間伐

などの森林整備を実施しておかないと、枝が枯れあがって光合成も十分にできなくなり、

幹が太くなれず根も十分に張ることができなくなります（図４）。 

このため、間伐を適期に繰り返し行い、幹や根を十分に発達させることで、木材の生産

のみならず、その他の森林の多面的機能を高度に発揮させる必要があるのです。 

 逆に間伐を行わずに、長い年月をかけて育成・管理されてきた森林を放置すると、風雪

害を受けたり、土砂災害の発生源になるなど、その森林の持つ機能が低下し、機能の回復

にはまた長い年月が必要となり、その損失は計り知れないものとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図４ 間伐の効果 

◆◆◆森林税の導入◆◆◆ 

 このような背景のもと、長年にわたって人々が育ててきた森林を、健全な姿にして次の

世代に引き継ぎ、県民の皆様のご理解とご協力により、特に県民の皆様に身近な里山の間

伐を中心とする森林づくりを緊急に進めるため、平成 20 年度（2008 年度）から森林税

を導入しました。 
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≪参考≫ （２）森林税３期１5 年間の総括           

◆◆◆平成 20 年度～令和４年度の森林税の税収額と執行額◆◆◆ 

 平成 20 年度（2008 年度）から令和４年度（2022 年度）までの 15 年間で約 100 億 

７千万円の税収等があり、そのうち約 99 億４千万円が事業に活用されました（図５）。 

なお、この税収額と執行額との差額は、「長野県森林づくり県民税基金」により管理され、

次年度以降の事業に活用することとしています。第３期末（令和４年度末）時点での基金

残高は約１億 2 千万円でした。 

 図５ 森林税の税収額と執行額 

◆◆◆第１期～第３期（平成 20 年度～令和 4 年度）森林税の主な使途◆◆◆ 

森林税は、第 1 期から第 3 期のそれぞれにおいて、大きく区分けすると以下のような使

途で活用しています。第２期では間伐材の利活用に使途を拡大し森林資源の活用による持

続的な森林管理の推進を図ったほか、第３期にかけては観光・教育・健康等の森林の多面

的利活用や人材育成にも使途を広げ、より身近な森林での取組に活用しました。 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第１期

第２期

第３期
① 里山の整備

67％（25.8億円)

① 里山の整備

70％（20.2億円）

① 里山の整備

77％（24億円）

② 地域課題に対応※

20％（6.2億円）

② 地域課題に対応※

22％（6.5億円）

（4.5億円）

② 地域課題
に対応※
12％

③ 森林の

利活用

11％

④ 間伐材

利活用

9％

（4.2億円）（3.5億円）

③
間伐材
利活用
9％

（1.6億円）

③県民や企業の参加 3％（1億円）

④里山と人の絆づくり 3％（0.9億円）

31.2 億円 

29.1 億円 

38.3 億円 

図６ 森林税の主な使い道 
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6.6

10.4

9.6

6.1

5.1

6.8 6.6 6.7 6.7 6.7 6.7 6.6

6.9
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1.4
0.4

6.8

1.2

0億円

2億円

4億円

6億円

8億円

10億円

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

執行額 税収額 基金残高

第１期 第２期 第３期

⑤人材育成 １％（１億円） ※森林づくり推進支援金（市町村が地域の課題に応じて行うきめ細やかな森林づくりの取組） 
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◆◆◆森林税の主な成果と課題（第１期～第３期）◆◆◆ 

 

 

◆ 平成20年度～令和４年度の15年間に、手入れの遅れている里山の間伐を33,545ha

行いました。所有者負担の軽減を図る方法により、これまで整備の進みにくかった  

里山の整備に一定の成果を上げることができました。 

一方で、未整備のまま残された里山の森林は所有規模がより零細で分散的な箇所等、

条件が難しい箇所が多くなっています。加えて、国の制度変更によって規模の小さな森

林の整備が補助対象となりにくくなったこと等の影響があり、第２期は目標どおりに

間伐を進められなかったことが課題として残りました。 

  第３期では、第２期までに未整備であった里山のうち、航空レーザー測量等の科学

的知見を活用して人家など保全対象に近く山地災害の危険性が高い箇所を絞り込み、

防災・減災のための里山整備（間伐等）を 2,693ha（目標：4,300ha）実施しました。

残る約 1,600ha の里山の整備は第４期に継続して実施することとしています。 

 
 

図７ 森林税活用事業による間伐計画と実績 

 

◆小規模個人有林が多い里山の森林整備を進めるため、区や集落等の地域が主体となっ

て森林所有者の同意とりまとめ等を行う取組を進めてきた結果、15 年間で 19,272ha

の森林を集約化し整備することができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 第１期 第２期 第３期 

 
合計 

H30 R1 R2 R3 R4 

集約化面積 11,100 5,479 2,693 115 803 808 636 331 19,272 

2,000

4,000

5,400

6,000
6,000

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

1,290

1,800

950 795 795
1,721

3,341

5,299
5,885

4,257

3,282

2,113 1,853
1,319

1,782
115 803 808 636 331

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4

間
伐
面
積
（
ｈ
ａ
）

計画 実績

第１期 第２期 第３期

防災・減災のための里山等の整備 

※H25～29年度は年間 3,000haの間伐を計画したが、28・29年度については実行性を重視した単年度目標を設定（（  ）内） 

 

単位：ha 

（2,500） （2,300） 
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◆ 第３期からは新たに、災害等による被害を未然に防止し、県民生活の安全・安心の確

保を図るため、河畔林や道路、電線沿いの危険木除去等を実施するなど、より生活に 

身近な森林も対象に取組を進めました。 

 

 

◆ 第３期では、住民協働による里山と森林資源の多面的な利活用を進めることで、人

と森林の関係の再構築を図るため「里山整備利用地域」で地域住民等が主体的に行う

様々な活動の支援に取り組みました。 

◆ 間伐や修景林間整備等の森林整備に加え、薪生産やきのこ栽培のほか、子どもたち

の森林体験活動など地域の創意工夫による様々な取組が各地で進められました。 
 
 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 計 

里山整備利用地域の数 42 36 20 4 3 105 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆景観整備や松くい虫対策などの地域特有の課題に応じた市町村の取組が進みました。 

 （森林づくり推進支援金） 

◆第２期からは新たに、森林税で整備した箇所の間伐材の搬出経費を支援対象としまし

た。これにより里山の資源利用が一定程度進み、里山含む長野県の民有林全体では、切

り捨て間伐から搬出間伐へのシフトが進みました。           

  

 

 

 

 

 
 

◆ 第 2 期では、県産材の利活用を地域ぐるみで進めるため、モデル的な取組を 30 地

区で支援しました。（信州の木活用モデル地域支援事業） 

年 度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 計 

搬出材積 1,225 2,152 2,442 1,470 9,613 526 7,962 12,075 14,356 14,353 66,170 

間伐材の利活用等による継続的な森林づくりの推進 

単位：㎥ 

住民等の利活用のための里山等の整備 

単位：地域 
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◆ 第 3 期からは、間伐材等を身近な環境で積極的に利活用し、木と触れ合う機会を提

供するため、子どもの居場所や、多くの方が利用する施設の木造・木質化のほか、木工

体験などの支援にも取り組みました。（地消地産による木の香る暮らしづくり事業） 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

◆里山の資源を利活用する活動への支援とともに、そうした活動を支える地域リーダー

の育成を支援し、地域による主体的な里山の利活用に向けた条件整備を進めました。 

◆企業等の社会貢献活動による森林づくり「森林（もり）の里親促進事業」を推進した

結果、森林（もり）の里親契約件数（累計）は平成 19 年度末の 24 件から令和４年

度末で 171 件へと増加しました。 

◆子ども達への「木育」活動を県内 76 市町村で支援し、次世代を担う子ども達が身近

な資源である里山の木材に触れる機会を創出しました。 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

◆教育や子育てにおける森林の利活用を推進するため、全国的にも保有率の高い学校林

の整備や利活用を行う取組を対象に、５年間で 47 校の取組を支援しました。 

◆県独自の制度である「信州やまほいく（信州型自然保育）認定制度」による認定園の

フィールドや施設整備に係る取組を対象に、21 園の取組を支援しました。 

◆この他、主要道路や鉄道周辺、観光地のビューポイント等において地域の景観に適し

た森林や街路樹の整備、市町村等が行うまちなかの緑地整備を支援しました。 

◆教育や子育てにおける森林の利活用の取組を引き続き推進するとともに、より広い世

代に森林に触れ、関心を持ってもらうため、第 4 期では、健康・教育・観光等に森林

を活用する森林サービス産業等の多面的な利活用への支援に取り組みます。 

 

 

 

             

 

 

 

里山と人との絆づくりを進める取組の推進 

多様な県民ニーズにこたえるための森林の利活用 
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≪参考≫ （３）令和５年度以降の森林税のあり方についての検討の内容   
 

 令和４年度には、第３期森林税の課税期間の最終年度を迎えるに当たり、「みんなで支

える森林づくり県民会議・地域会議」において県民を代表する構成員の方々と森林税の

効果の検証や今後のあり方等について議論・意見交換をするとともに、パブリックコメ

ントやアンケート、県民説明会等の機会を通じて県民の皆様や各自治体から様々な形で

ご意見をいただきました。その経過や主な内容についてご紹介します。 
 

◆◆◆みんなで支える森林づくり県民会議◆◆◆ 

 ・第１回（令和４年５月 18 日）、第２回（令和４年８月 29 日）及び第３回（令和４年 11 月８日）

県民会議において県から令和 5 年度以降の方向性及び方針について報告し、意見交換を実施。 

 ・県民会議の中では、森林税のあり方や活用の方向性について次のような意見が挙げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆◆◆森林税アンケート調査結果◆◆◆ 

 ・県民、企業を対象に、令和４年７～８月にアンケート調査を実施。 

 ・７割弱の県民の皆様、８割の企業の皆様が継続に賛成。 

 ・「新しい取組内容を加えて継続」という回答が全体の４割。 

 ・森林税を活用して取り組むべき内容として、「防災・減災の観点から整備が必要な里山の間伐」

「ライフライン沿いの危険木除去」「CO2 吸収能力を最大限発揮させるための再造林」などに期

待。 

 

◆◆◆市町村・市町村議会◆◆◆ 

 ・市町村における森林づくりが促進されるよう、森林税の継続と柔軟かつ効果的な活用を要望。 

 ・森林税を活用すべき取組として、「観光地の景観整備」「木材の利用」などに期待。 

  （令和４年５月 市長会要望） （令和４年 11 月 町村会要望） 

 

 これらの貴重なご意見を集約した上で、「今後の森林づくりの方向性」と「今後の森林

税のあり方についての検討」についてまとめた「長野県森林づくり県民税に関する基本

方針（案）」を、令和４年９月 22 日に公表し、県民の皆様からご意見をいただくことと

しました。 

 

（全般） 
・ 森林整備には財源が必要。森林税は続けてほしいが、時代に沿った使い方や運用の仕方の構

築が必要ではないか。 
・ 日本は緑が豊かであり、森林は財産。これを国家としても、地域としても有効利用して資産

として運用していくことが重要。CO2 の吸収の観点からみても森林は大変有効。森林税は新
たな視点や目標を据えて継続をお願いしたい。 

・ 森林税、森林環境譲与税だけでなく、他財源を含めた全体像を見る中で、県として取り組む
内容を明確にして進めていくことが重要。 

（活用方法等） 
・ 森林税事業で行っている人材育成は５年間の進捗率が非常に低いので、事業構築が妥当か 

どうか考える必要があるのでは。次期森林税があるとすれば、事業体の増加に繋がるような
事業構築を考えていただきたい。 

・ 主伐しても再造林が追い付かないという話も聞くが、森林税の在り方として、防災・減災の
観点から生命や林業自体を守ることのみならず、将来のための投資として使っていくことに
主眼を置くべきでは。 

・ 再造林の加速化について、ゼロカーボンに加え木材資源の有効活用のための適期の利用とい
う観点も入れてもらいたい。 
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                   （令和４年９月 22 日） 

◆今後の森林づくりの方向性 
  ・今後５年間で集中的に取り組むべき喫緊の課題への対応として、以下のとおり整理。 

①森林の若返り促進と安心・安全な里山づくり 

②森や緑、木のぬくもりに親しむことのできる環境づくり 

③森林・林業活動に取り組む多様な人材・事業体への支援 

④市町村と連携した森林等に関連する課題の解決 

 

◆今後の森林税のあり方についての検討 
  ・県の財政状況等を勘案し、令和５年度以降の森林税の税率及び実施内容等について、継続しな

い場合も含めた４つのケースを設定。 

・それぞれのケースにおいて、上記の「喫緊の課題への対応」をするための事業の実施可能性を

検討した結果、森林税を令和５年度から５年間継続し、課税方法については第３期までと同様

とすることが適当であると結論。 

 

 上記の「基本方針（案）」について、パブリックコメント及び県民説明会等を実施し、

広く県民の皆様からのご意見を募りました。 

 

◆◆◆県議会◆◆◆  （令和４年９月定例会農政林務委員会 委員長報告） 

 ・事業費の妥当性や森林環境譲与税との関係性の整理、担い手の確保に向けた取り組みについて丁

寧に説明するとともに、森林の若返りに必要な主伐・再造林を加速化させるために新しく設ける

補助制度の効果と狙いや、これまでの森林税の実績なども含め、森林を所有していない県民にも

森林税の必要性について理解が得られるよう説明すること。 

 

◆◆◆パブリックコメント◆◆◆  （令和４年９月 22 日～10 月 21 日） 

意見提出者数 39 名の内訳 人数 

継続に賛成または継続を前提としてご意見をいただいた方 28 

継続に反対の意思を表明された方 ４ 

ご質問やご意見をお寄せいただいた方 ７ 
 
 

◆◆◆県民説明会◆◆◆  （令和４年 10 月８日～19 日） 

・県内 4 会場で県民説明会を開催し、約 310 名の方にご参加いただきました。 
 

 

 最終的に森林税を５年間継続する形で取りまとめた「長野県森林づくり県民税に関す

る基本方針」を決定し、令和４年 11 月 22 日に公表しました。（最終改正令和７年３月） 

  なお、基本方針の内容や検討経過の詳細、いただいたご意見等については長野県ホー

ムページに掲載しています。 
https://www.pref.nagano.lg.jp/rinsei/sangyo/ringyo/shisaku/kenminze/dai4kikihonhoushin.html 

  

「基本方針（案）」の公表 

「基本方針」の決定、公表 
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この森林づくりレポートに関するお問い合わせ先 

長野県林務部森林政策課企画係 

〒380-8570 長野県長野市大字南長野字幅下 692-2 

TEL：026-235-7261 FAX：026-234-0330 

E ﾒｰﾙ  rinsei@pref.nagano.lg.jp 

 

過去の森林づくりレポートをはじめ、森林税に関する            

各種情報は以下のアドレスからご覧いただけます。 

 

https://www.pref.nagano.lg.jp/rinsei/sangyo 

/ringyo/shisaku/kenminze/kenminzei.html 

（長野県ホームページ ⇒ 仕事・産業・観光 ⇒ 森林・林業 

⇒ 長野県森林づくり県民税 ⇒ 長野県森林づくり県民税） 

 

 

しあわせ信州創造プラン 3.0（長野県総合 5 か年計画）推進中 
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